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地域衛星通信ネットワーク・ニュース     2004－3，№22 
本誌は、財団法人日本宝くじ協会の助成を受けて作成されたものです。 
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□公的個人認証サービス開始 
□ディジタル化推進検討委員会報告書 
□平成 15年度 都道府県衛星通信担当者 
 連絡会議 

□映像情報の発信事例 
□地域からのお便り（奈良県） 
□統計資料 

 

 

公的個人認証サービスが開始されました 

  

１ サービスの開始 
当機構が運用を委任されている公的個人認証サービスが平成１６年１月２９日から始まりまし

た。このサービスは、国の出先機関や地方自治体の窓口に出向かなくても、自宅や職場のパソコン

を使い、インターネットを通じて行政手続ができるネット申請に対応する本人確認サービスです。

情報通信ネットワーク上のデジタル社会においては、インターネットでの文書のやり取りにおいて、

成りすまし、改ざん、送信否認などの課題があり、これを解決するための本人確認サービスで、全

国どこに住んでいる人に対しても安い費用で提供するものです。 
 

２ 公的個人認証サービスセンターの運用 
当機構では、サービスの開始に当たり公的個人認証サービスセンターにおいて、次のような整備

を行い、運営に万全を期しています。 
○ システムの運用に関する体制 
○ 認証事務管理規程や緊急時対応計画等 
○ 水害や火災の防止、地震対策、無停電電源装置、非常用

発電機等 
 ○ 身体的特徴による重要機能室への入室資格の確認や遠

隔監視装置 
○ 不正アクセス防止のためのファイアウォールや検知シ

ステム 
 

平成 16 年 1 月 29 日から 
 

電子証明書受付手続きの様子（港区役所） 



   

 
地域衛星通信

各地球局でその

られています。

厳しい状況にあ

した状況を踏ま

におけるディジ

を図るため、平

の間に検討を行

まとまりました

 
１ 整備主体 
機構は整備対

をメーカーへ一

調達を行います

なり市町村（政

有する消防本部

す。 
 
２ 整備方法 
各地方公共団

達する方法は、

カーからの購入

機構がリース

器の購入価額、

の合計額をリー

し、設置工事費

ます。また、リ

す。 
 
３ 整備機器 
整備対象とな

（１） デ ィ

(MPE
（２） ディジ

MPEG
（３） チャネ

 

ディジタル化推進検討委員会報告書(要旨) 

ネットワークが第二世代化し、

ための整備・改修が逐次進め

一方、地方公共団体の財政は

ります。本委員会では、こう

えながら、映像の送受信設備

タル化の迅速かつ円滑な推進

成１５年７月から１１月まで

い、以下のとおり推進方策が

。 

象となるディジタル映像機器

括注文し、低コストで製作・

。整備は、都道府県が主体と

令指定都市及び送受信設備を

を除く）を含め整備を行いま

体がディジタル映像機器を調

機構からのリース方式、メー

方式又は助成方式があります。 
を行う場合、リース単価は機

固定資産税相当額及び保険料

ス期間で除した金額を基本と

については必要な額を加算し

ースの契約期間は 6年としま

る機器は、以下の通りです。 
ジタル映像符号化装置

G-2 PENC) 
タル映像変調装置 (QPSK 

-2 MOD) 
ル制御装置(CCU) 

 
 
（４） 監視制御装置(M&C) 
（５） スクランブルコントロールコンピュ

ータ装置(SCC) 
（６） ディジタル IRD 
 
 自動送信のための機器については、IP型デ
ータ機能等の第二世代化が整備される必要が

あるので、局番組運行制御装置は機構が調達

するものから除外します。 
 
４ 整備期間 
 本推進方策による整備期間は、サイマル期

間（平成 15年～19年度）とします。 
 
５ 財政措置 
・地域情報通信基盤整備事業による整備 
地域活性化事業費（充当率 75％、元利
償還分の 30％を普通交付税措置）及び財
源対策債（充当率 15％、元利償還率分の
50％を普通交付税措置）を活用します。 
・リースにより整備を行う都道府県及び政

令指定都市への交付税措置 
サイマル期間設置に伴う特殊財政事情

として、当該リース料に対し特別交付税

による措置を総務省へ要望します。 
・市町村に係る整備に対する助成措置 
市町村の防災力強化のため、全国市町

村振興協会に対して助成(100%)を要望
します。 

 
６ 整備工事 
 リース及び助成による設置工事については、

機構が主体となって行いますが、今後、地方

公共団体及びシステム納入企業と調整を図り、

工事費のコスト削減を目指します。 
 



 
平成１５年１１月２５日に、今年度の都

道府県衛星通信担当者連絡会議が東京都千

代田区で行われました。会議では、機構か

ら都道府県地球局のディジタル化の推進、

地域衛星通信ネットワークの利用促進及び

公的個人認証サービス等について説明を行

った後、総務省から電子自治体の推進、地

域防災計画及び地方非常通信協議会の役割

等の連絡がありました。なお、会議の模様

は同年１２月１１日に当ネットワークで送

信されました。 

 

１ 会議事項 

 

機構から下記内容について説明を行いまし

た。 

 

（１） 都道府県地球局のディジタル化の

推進について 

（２） 地域衛星通信ネットワークの利用

促進について 

 

 

 

 

 

 

財団法人自治体衛星通信機構人事異動 

               公

総務部業務課                                      

事務主任 小川史(退職) 平成 15 年 11 月 14 日      

同上  宮田明夫   平成 15 年 12 月 1日       

技術部ネットワーク推進課                      

 調査役  吉田秀隆(退職) 平成 15 年 11 月 30 日    

同上   吉田英生       平成 15 年 12 月 1 日      

平成１５年度 都道府県衛

 
 
（３） 地域衛星通信ネットワークのセキ

ュリティについて 

（４） 第二世代全体システム基本設計書

の改定について 

（５） 公的個人認証サービスについて 

 

２ 総務省からの連絡事項 

 

（１） 「電子自治体の推進について」地域

情報政策室から説明がありました。 

（２） 「地域防災計画と地方非常通信協

議会の役割について」及び「１８Ｇ

Ｈｚ帯公共用無線アクセスシステ

ムの導入について」基幹通信課から

説明がありました。 

（３） 「消防庁における災害映像活用状

況及び第二世代化への取組につい

て」防災情報室から説明がありまし

た。

的個人認証サービスセンター 

センター長     吉崎賢介  平成 16 年 1月 6日 

副センター長   大石恒雄  平成 16 年 1月 1日 

事務主査       伊藤智子   同上 

同上          竹腰誠司   同上 

技術主査       野田茂門      同上 

 同上         平林実        同上 

技術主任       加藤雅也   同上 

 同上         及川隆信   同上 

星通信担当者連絡会議開催 



映像情報の発信事例 

 

地域からの情報発信  

 
緊急消防援助隊合同訓練 
平成15年10月に下記の緊急消防援助隊の合同
訓練が各地で行われ、中継にて放映しました。 
九州ブロック合同訓練（10月 9日） 
中部ブロック合同訓練（10月 10日） 
関東ブロック合同訓練（10月 28日） 

 
IT フォーラム in 鳥取 

平成 15 年 8 月 8 日に開催された「ITフォー
ラム in鳥取～高度情報通信ネットワーク時代の
地域コンテンツの創造に向けて～」の模様を録

画にて 10月 23日に放映しました。 
 
宮崎・ﾊﾞｰｼﾞﾆｱﾋﾞｰﾁ市姉妹都市交流 10 周年記念
事業 
宮崎・ﾊﾞｰｼﾞﾆｱﾋﾞｰﾁ市姉妹都市交流 10 周年記
念式典・基調講演・マグネットスクール講演の

模様を平成 15年 11月 27日に宮崎県から録画に
より放映しました。 
 
インターネットフェア２００３ 
平成15年11月11日、12日の2日間にわたり、
「ITが拓く未来への新たな挑戦」をテーマに、静
岡県コンベンションアーツセンター(グランシッ
プ)において「インターネットフェア２００３」が
開催され、

静岡県ホー

ムページグ

ランプリ表

彰式、セミ

ナー等の模

様を 12 月

19日に放映

しました。 
 
 

石油コンビナート防災訓練 
平成 15年 10月 30日に石油コンビナート防災
訓練の模様を宮城県から中継にて放映しました。 
 
東京消防庁出初め式 
新春恒例の「東京消防庁出初め式」が 1 月 6
日に東京都江東区の東京ビックサイトで開かれ

ました。消防車両等の紹介、消防部隊による訓

練・演技及び都民参加の訓練等、災害に挑む消

防の姿を

車載局か

ら中継に

て放映し

ました。 
 
 
 
 
阿蘇山臨時火

平成 16年
で大規模な土

口上空 800
ヘリコプ

ターから

撮影し、

映像を放

映しまし

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

山情報 
1月 14日午後、熊本県阿蘇・中岳
砂噴出が発生しました。噴煙が火

メートルまで上がっている様子を、
 



 
福井・石川県境山岳遭難 
福井県と石川県の県境にある大長山で冬山合

宿中に遭難、下山できなくなった大学生 14人の
救助活動が、遭難してから 3日目の 2月 9日行
われました。ヘリコプターで救助された様子を

福井県

車載局

より中

継にて

放映し

ました。 
 
 
 

 
JFEスチール製鉄所火災 
平成 16年 2月 12日千葉市中央区にある JFE
スチール東日本製鉄所の解体中の工場から出火

し、その模様をヘリコプター映像で放映しまし

た。 

 

 

機構からの情報発信  

 
 
自治体消防 55周年記念大会 
平成 15年 11月 20日に、東京ドームにおいて
開催された「自治体消防 55 周年記念大会」の模
様を中継で放映しました。当日は消防団員等によ

る特別演技や女性消防操作大会上位チームによ

る演技などが行われました。また、12月 19日に
は「自治体

消防 55 周
年記念表彰

式」の模様

を録画にて

放映しまし

た。 
 
 
「第 8回防災まちづくり大賞」 
平成 16年 1月 7日に行われた、防災に関する
様々な取組のうち特に優れたものについて表彰

を行う、「防災まちづくり大賞」表彰式の模様を

録画にて 1月 22日に放映しました。 
 
 
 

全国都道府県総務部長会議 
平成16年1月20日に総務省で行われた会議の
模様を 1月 22日にビデオにて放映しました。 
会議では「地域情報化の課題」「当面する地方

行政の課題について」「市町村合併の推進及び当

面する地域政策の課題について」等についての説

明が行われました。 

 

 
平成 15年度 地域づくり総務大臣表彰式 

平成 16
年 1月 23
日に都道

府県会館

で行われ

た、魅力

あふれる

地域づく

りを積極的に推進し、顕著な功績のあった市区町

村及び地域づくり団体を表彰する「地域づくり総

務大臣表彰式」の模様を放映しました。 



 
 
 

地域衛星通信ネットワークの活用について 

―奈良県総務部消防防災課からのお便り― 

 
奈良県では、昭和６２年に奈良県防災行政無線を整備しましたが、１５年が経ち、機器の信頼度低下、情報通信の高

度化、地震に強いネットワーク構築などに対応するため、平成１１年から再整備を行い平成１５年に新システムの運

用を開始しました。この整備において、地域衛星通信ネットワークに新たに参画し、県庁局のほか端末局８４局と可

搬局３局（うち準動画：２局）を整備しました。 
 
 ○衛星設備の活用と利用促進  
  １．回線特性を考慮した運用 

衛星回線を利用した通信は遅延が生じるため、基本的にファクシミリ

やデータ伝送に利用し、音声通話は地上系回線を使うことで回線の有効

利用を行っています。また、衛星回線は地震に強いため、各市町村に設

置した震度計の計測値を県庁へ伝送しています。 
 
  ２．防災電話及び庁内ファクシミリ 

従来の防災専用電話機は「特殊電話」のイメージが強く利用する人が

限られていたため、可能な限り庁舎交換機と接続することで利用しやすい環境としました。また、県庁各部署

が所有しているファクシミリを防災交換機経由とすることで、防災ネットワークを利用したファクシミリ通信

の利用促進を図っています。 
   
  ３．一斉指令機能 

防災ファクシミリは、従来１台を防災一斉と個別通信で共用していましたが、個別通信が防災一斉のた

めに途中切断されることがありました。このため、ファクシミリを２台設置し防災一斉用と個別通信用に

分けることにより、個別通信の途中切断はなくなり、ファクシミリが故障した場合でも防災一斉用のバッ

クアップとして個別通信用を使用可能となりました。 
また、行政一斉を設けＯＭＲシートとファクシミリ蓄積装置により衛星個別回線を使った代行順次同報

通信を行っています。これにより、防災一斉は衛星一斉回線を使用し情報伝達の即時性は確保しつつ衛星

個別回線の有効利用を図っています。 
さらに、上記のほかデータ一斉機能を設けています。これは、防災一斉が行われていない衛星一斉下り

回線の空き時間を利用して、UDP/IP によるマ
ルチキャスト通信により、端末局に設置した防

災情報処理端末へ平時は気象・河川・砂防情報

を、緊急時は被害速報の集計結果、気象予警報

や県震度情報を配信し情報の共有化を図ってい

ます。端末局は、県庁内のｗｗｗサーバーにア

クセスすることなく防災情報を閲覧することが

可能となっています。 
 
  ４．映像情報の庁内配信 

県庁局で受信した災害状況等の映像情報は、庁内共聴設備と接続しており全庁で視聴が可能です。機構発

行の週間番組表を県庁内ネットに掲載し、端末局へはファクシミリにて情報提供することで、視聴者の増加を

図っています。 
 
  本県の衛星系設備の現状についてご紹介させていただきました。皆様の参考になれば幸いです。 
  最後に、皆様の今後のご活躍をお祈りいたします。 
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◆ 個別通信の利用状況 
（各年度４月～１月） 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 

発呼数 通信時間 発呼数 通信時間 発呼数 通信時間 発呼数 通信時間都道府県名 

 (件) (時間:分)  (件) (時間:分)

都道府県名

 (件) (時間:分)  (件) (時間:分)

北 海 道 214,327 9094:52  224,217 8291:42 滋 賀 県 7,047 161:06 7,597 162:18

青 森 県 89,395 2528:08  80,911 2199:52 京 都 府 120 3:16 70 1:44

岩 手 県 52,084 2170:18  61,574 2419:39 大 阪 府 2,778 83:15 2,096 62:48

宮 城 県 23,318  595:42  24,199  613:02 兵 庫 県 41,779 1146:36 47,612 1435:44

秋 田 県 7,238  186:33  7,406  172:46 奈 良 県 121,458 4988:01 104,946 3430:22

山 形 県 12,704   386:52  9,714   276:04 鳥 取 県 0 0 1 0:02

福 島 県 159,050 7631:41  155,515 7295:39 島 根 県 4,259 107:24 5,422 146:41

茨 城 県 105,693 4498:30  94,998 3476:38 岡 山 県 74,620 1099:01 72,053 989:32

栃 木 県 53,390 1969:02  56,223 2221:33 広 島 県 25,079 546:41 20,120 484:35

群 馬 県 988   19:30  721   16:21 山 口 県 38,621 1337:22 42,173 1293:38

埼 玉 県 21,966 1087:19  16,554  596:18 徳 島 県 42,632 1352:38 38,809 1210:50

千 葉 県 16,237  499:30  11,128  317:33 香 川 県 3,226 88:26 2,527 60:48

東 京 都 985   30:15  888   22:44 愛 媛 県 77,910 3269:55 88,932 3451:50

神奈川県 94    1:58  145    2:27 高 知 県 19,982 694:16 14,626 365:40

新 潟 県 54,912  856:07  51,769  826:52 福 岡 県 3,145 69:02 3,987 83:22

富 山 県 51,264 2204:07  58,365 2601:17 佐 賀 県 19,064 496:41 15,908 438:45

石 川 県 21,153  541:37  6,166  133:07 長 崎 県 94,952 3462:57 101,275 3456:21

福 井 県 30,727  804:11  19,509  540:00 熊 本 県 558,183 29193:54 608,141 29357:41

山 梨 県 3,203   70:32  1,421   26:37 大 分 県 72,637 3135:20 73,418 3461:39

長 野 県 14,305  452:57  14,826  484:30 宮 崎 県 10,490 276:05 11,389 232:15

岐 阜 県 6,874  162:09  8,272  312:34 鹿児島県 65,564 1498:05 60,803 1619:44

静 岡 県 30,675 1041:27  26,892  813:48 沖 縄 県 0 0 4,001 524:22

愛 知 県 9,547  348:01  8,816  125:44 そ の 他 29,603 1347:27 15,649  857:11

三 重 県 4,029 73:42  5,369 87:25 合    計 2,297,307 91612:28 2,287,153 87002:26
 

 

◆ アナログ映像の送信状況 
（各年度４月～１月）

平成14年度 平成15年度 

発信者 区分 内  容 件 数 

(件) 

送信時間 

(時:分) 

件 数 

(件) 

送信時間

(時:分)

 地 域 情 報 89 53:30 71 47:15

 イ ベ ント・会議等 20 23:30 3 5:00 

 災 害 ・ 防 災 関 係 39 50:15 60 75:32 

 運 用 訓 練 68 25:15 78 32:15 

都 道 府 県       

小    計 216 152:30 212 160:02 

 地 域 情 報 7 4:00 7 4:00 

 イ ベ ント・会議等 0 0:00 0 0:00 

 災 害 ・ 防 災 関 係 5 5:00 38 110:35 

 運 用 訓 練 19 5:15 34 10:45 

市 

小    計 31 14:15 79 125:20 

自 治 体     

自  治  体  計 247 166:45 291 285:22 

 会 議 ・ 講 演 会 等 18 52:15 20 42:20 

 国 会 中 継 135 440:00 63 106:45 

 施 策 紹 介 20 11:45 18 10:00 

 災 害 ・ 防 災 関 係 8 15:15 13 16:45 

国       等 

小    計 181 519:15 114 175:50 

 事 業 紹 介 等 169 143:45 140 106:30 

 災 害 ・ 防 災 関 係 5 7:15 16 18:40 関 連 団 体 

小    計 174 151:00 156 125:10 

機 構     

機   構   計   355     670:15 270 301:00

合        計 602 837:00 561 586:22 



◆ 地域衛星通信ネットワーク地球局の状況 
（平成16年1月31日現在） 

県庁局 支部局 市町村局 消防局 その他局 車載局 合 計 都    道 

府 県 名 局数 CH数 局数 CH数 局数 CH数 局数 CH数 局数 CH数 局数 CH数 局数 CH数 

内VSAT 

局  数 
県庁局免許年月日

北 海 道 1 48 60 144 212 212 1 5 2 4 1 4 277 417 260 平成7年11月28日

青 森 県 1 48 29 98 67 68 16 16 10 10 1 6 124 246 116 4.  5. 14  

岩 手 県 1 35 45 45 58 58 13 13 3 3 1 5 121 159 119 4.  3. 25  

宮 城 県 1 32 11 46 70 70 12 16 7 10 0 0 101 174 98 11.  7.  1  

秋 田 県 1 20 15 22 68 68 17 21 4 4 1 6 106 141 103 12.  2.  1  

山 形 県 1 20 3 6 42 90 12 28 0 0 1 4 59 148 57 13. 12. 20  

福 島 県 1 37 11 52 90 198 12 12 2 3 0 0 116 302 113 8. 12. 20  

茨 城 県 1 20 46 50 84 84 28 32 19 19 0 0 178 205 175 11.  3. 23  

栃 木 県 1 20 19 28 48 49 15 19 19 20 0 0 102 136 100 11. 11. 18  

群 馬 県 1 10 1 1 0 0 1 5 1 1 0 0 4 17 1 11.  8. 25  

埼 玉 県 1 30 49 117 89 89 40 46 32 41 0 0 211 323 209 7.  3. 30  

千 葉 県 1 30 57 58 79 79 28 32 67 70 1 4 233 273 229 4.  8.  4  

東 京 都 1 20 1 5 3 6 2 7 6 12 1 2 14 52 10 3. 11.  1  

神奈川県 (1) (2) 0 0 1 10 1 5 0 0 0 0 3 17 1 (8.  4. 12) 

新 潟 県 1 24 25 30 111 111 32 36 7 7 0 0 176 208 171 8.  2.  8  

富 山 県 1 19 33 103 35 44 20 24 1 1 1 3 91 194 79 3. 11. 28  

石 川 県 1 20 22 41 41 44 8 8 3 6 1 3 76 122 74 4.  4. 24  

福 井 県 1 20 18 18 35 35 12 12 16 17 1 4 83 106 81 8.  8. 27  

山 梨 県 1 30 24 31 58 58 10 10 3 5 0 0 96 134 95 6. 10. 27  

長 野 県 1 30 21 61 119 119 13 17 1 1 0 0 155 228 153 7.  3. 15  

岐 阜 県 1 20 23 61 98 102 20 21 0 0 1 1 143 205 139 7.  2. 28  

静 岡 県 1 40 42 180 74 144 29 41 40 56 1 4 187 465 170 8.  5. 23  

愛 知 県 1 49 3 36 0 0 1 5 6 11 1 3 12 104 6 9.  2. 25  

三 重 県 1 24 24 66 69 69 16 16 37 37 0 0 147 212 145 6.  1. 25  

滋 賀 県 1 20 22 36 50 51 11 15 4 4 1 3 89 129 86 8.  3. 13  

京 都 府 0 0 0 0 0 0 1 5 3 3 0 0 4 8 0  

大 阪 府 1 20 9 18 0 0 2 10 18 30 1 3 31 81 25 9.  4. 11  

兵 庫 県 1 37 37 122 88 116 27 31 14 15 1 4 168 325 159 3. 12. 17  

奈 良 県 1 20 22 36 47 47 13 13 5 5 0 0 88 121 85 13.  4.  2 

鳥 取 県 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0  

島 根 県 1 15 35 47 58 60 9 14 32 33 1 3 136 172 133 10.  7.  7  

岡 山 県 1 20 1 1 77 79 13 18 0 0 0 0 92 118 90 5.  4. 13  

広 島 県 1 30 4 4 82 89 16 16 1 1 0 0 104 140 102 6.  3. 28  

山 口 県 1 24 22 42 56 118 0 0 6 6 0 0 85 190 83 4.  9.  2  

徳 島 県 1 20 0 0 50 50 1 5 3 8 0 0 55 83 53 8.  9. 19  

香 川 県 1 24 37 65 43 43 11 15 8 8 1 2 101 157 98 5. 12. 21  

愛 媛 県 1 20 12 29 70 70 15 19 2 2 1 3 101 143 98 10.  3. 31  

高 知 県 1 20 5 5 53 53 1 5 1 2 0 0 61 85 59 5.  3. 26  

福 岡 県 1 20 1 1 90 93 23 35 0 0 0 0 115 149 112 10.  9. 11  

佐 賀 県 1 30 11 11 49 49 10 14 0 0 0 0 71 104 69 4.  4. 27  

長 崎 県 1 20 10 30 79 79 11 15 0 0 0 0 101 144 99 5.  2. 10  

熊 本 県 1 20 15 15 90 90 16 20 2 2 0 0 124 147 122 6.  2. 25  

大 分 県 1 30 4 5 58 58 15 19 3 5 1 4 82 121 79 5. 12. 17  

宮 崎 県 1 20 7 14 44 53 9 13 3 6 0 0 64 106 61 9.  3. 19  

鹿児島県 1 20 0 0 96 96 1 5 5 5 0 0 103 126 96 4.  5. 27 

沖縄県 1 13 2 6 2 11 0 0 0 0 0 0 5 30 4 15.  4. 1  

合    計 
43 

(1) 
1,091 838 1,786 2,733 3,112 564 734 397 474 20 71 4,596 7,268 4,417  

注）神奈川県庁局は、VSAT局であり、(  )書きで示した。県庁局合計欄のかっこ内の数字は外書である。 

注）この他に自治体以外の地球局（東京局等）が69局341ＣＨあり、総合計は4,665局7,609ＣＨとなる。 

               編集・発行 

               財団法人 自治体衛星通信機構 
 

  

  

  

 

              LOCAL AUTHORITIES SATELLITE COMMUNICATIONS 

                                   〒105－0001 東京都港区虎ノ門 5-12-1虎ノ門ワイコービル 7F 

                                   NTT : TEL 03(3434)7348  FAX 03(3434)7349 

                                   衛星 : TEL 048(300)100   FAX 048(300)101 

                     URL : http://www.lascom.or.jp 
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